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第２章  災 害 予 防 計 画 
 

 

この計画は、災害を未然に防止するとともに、災害が発生し、又は発生するおそれがある時（以下「災害時」

という。）における被害の軽減を図ることを目的とし、平素から行う措置について定めるものとする。また、社

会情勢の変化に伴う災害脆弱性の高まりについて十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。 

 

第１節 通信施設等整備改良計画 
 

 災害時における無線通信は、災害予防、災害応急対策、災害復旧等速やかに処理するために重要な業務である。

災害時にその機能を有効かつ適切に発揮できるよう、常時整備点検を行うと同時に設備の充実を図る。 

  
区   分 内          容 

防災行政無線 

ア 固定系 

  災害時等の場合には、市民等への情報伝達、避難誘導等を防災行政無線を通じて行う。 

   ・親局１局、屋外子局２６局、戸別受信機２２，30７台（令和３年度末時点） 

イ 移動系 

   車載局で災害時における災害情報の収集、及び伝達等を行う。 

   ・基地局１局、移動局４４局 

地域防災無線 

市の関係各課及び防災関係機関、生活関連施設に設置をし、正確な情報の発信や収集を行い、防

災行政無線を補完する。平成２３年度にデジタル化へ更新した。 

  ・ 基地局２、中継局１、移動局２６１ 

衛星携帯電話  災害対策本部と支部との間で、災害時における情報の収集及び伝達等に関する通信業務を行う。 

県防災行政無線 
・市と県との間で、災害時における情報の収集及び伝達等に関する通信業務を行う。  

・設置場所は、防災担当課及び消防本部通信指令課 

アマチュア無線 
御殿場市アマチュア無線非常通信連絡協議会は、災害時おける電話等の通信がふくそうした時、

行政機関により細かな情報を提供するものとする。 

 

 

 

第２節 防災資機材整備計画 
 

災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合に備えて防災資機材を整備し、その機能を十分発揮させ防災

活動の円滑な実施を図る。 

 

１ 応急活動のための資材、機材の整備計画 

 消防団をはじめ応急対策活動に従事するものの装備のため、次に掲げる資機材の整備を図る。 

 また市は、資機材の保有状況を把握するとともに、平時から救助・救急関係省庁と情報交換を行い、適切な

救助・救急用資機材の整備に努めるものとする。 

区     分 内          容 

水 防 資 材 杭木、空俵、縄、鉄線、蛸木、掛矢、ショベル、つるはし、土のう袋 

救 助 用 資 材 
舟艇、担架、ヘルメット、毛布、投光機、拡声機、ロープ、船外機、ゴムボート、 

救命用胴衣、発電機 

給 水 用 資 材 給水車、ろ水機、布製水槽 

そ の 他 天幕、折タタミ式寝台、長ぐつ、雨具、簡易トイレ 等 
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第３節 道路鉄道等災害防止計画 
 

豪雨、積雪、地震等の異常気象時における道路、鉄道等交通の危険防止を図る。 

 

区    分 内          容 

道路交通の 

災害予防計画 

道路管理者は、豪雨、積雪、地震等の異常気象時における道路の交通の危険防止を図るため、管轄

する道路について次の業務を行う。 

ア 安全設備等の整備 

イ 防災体制の確立（情報連絡を含む。） 

ウ 異常気象時の通行規制区間の指定 

エ 通行規制の実施及び解除 

オ 通行規制の実施状況に関する広報 

鉄 道 の 

災害予防計画 

鉄道事業者は列車事故災害を防止するため、安全施設等を整備するとともに、防災体制の確立を図

り、異常気象時においては、あらかじめ定める運転基準により列車の運転中止等を行う。 

ア 安全施設等の整備 

・道路との立体交差化等、安全施設の整備を図る。 

・路線の盛土、法面箇所等の改良工事を実施し、防災構造化の推進を図る。 

イ 防災体制の確立 

 ・動員、情報の収集、伝達の方法、関係機関との協力体制、対策本部の運営等について整備を推

進し、防災体制の確立を図る。 

ウ 異常気象時における運転の停止等 

・豪雨、積雪等の異常気象時においては、列車の運転の中止等を行う。 

エ 運行規制の実施状況に関する広報 

 
 

 

第４節 防災知識の普及計画 
 
○ 地震等による被害を最小限にとどめるため、市職員をはじめ、市民及び各組織等を対象に地震等の防災に関

する知識と防災対応を啓発指導し、個々の防災力向上を図る。 

○ 災害対策関係職員及び市民に対する災害予防あるいは災害応急対策等に関する防災知識の普及は、国が決定

した国民運動の推進の主旨も踏まえ、おおむね次により行うものとする。 

 

区   分 内          容 

教育機関 防災に関する教育の充実に努める。 

市 

・多様な主体が関わる地域コミュニティにおいて、防災に関する教育の普及促進を図る。 

・防災知識の普及、訓練を実施する際、要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が

整備されるよう努める。 

・被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるとともに、「男女共同参画の視

点からの防災手引書」なども活用し、男女共同参画の視点からの防災対策を推進する。 

・専門家（風水害にあっては気象防災アドバイザー等）の知見も活用しながら、自然災害によ

るリスク情報の基礎となる防災地理情報を整備するとともに、防災に関する様々な動向や各

種データを分かりやすく発信するよう努める。 

 

１ 普及方法 

市は、様々な場での総合的な教育プログラムを教育の専門家や現場の実務者等の参画の下で開発するなど

して、防災に関する市民の理解向上に努めるほか、防災知識の普及は次の方法により行う。 

 

区       分 内          容 

学校教育、社会教育を 

通じての普及 

災害の種類、原因等についての科学的知識並びに災害予防措置、避難方法を学習内容等に組

み入れ、学校教育及び社会教育の全体を通じて、防災教育の徹底を図る。 
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職員及び関係者に対す 

る普及 

防災関係機関における災害対策関係職員の防災体制、適正な判断力等をあらゆる機会を利用

してその徹底を図る。 

また、学校における消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進に努めるものと

する。 

印刷物等による普及 
市民等に対し、その時期に応じて広報ごてんば等の広報媒体を通じ、又、印刷物等を作成・

配布し防災知識の高揚を図る。 

映画、スライド、講演 

会等による普及 

防災関係者並びに市民等に対し、映画、スライド、講演会、防災出前講座などを適宜開催し

その普及を図る。 

市ホームページ、アプ

リ「静岡県防災」によ

る普及 

市民等に対し、市ホームページや静岡県総合防災アプリ「静岡県防災」を通じ、ハザードマ

ップの確認、防災知識の習得や避難トレーニングなど災害から命を守るための知識の普及を図

る。 

 

２ 普及すべき内容 

 防災知識の普及に当たっては周知徹底を図る必要のある事項を重点的に普及するものとする。普及事項はお

おむね次のとおりである。 

普
及
事
項 

(１) 防災気象に関する知識 

(２) 防災の一般的知識 

(３) 市地域防災計画の概要 
(４) 自主防災組織の意義 
(５) 災害危険箇所に関する知識 
(６) 災害時の心得 ア 災害情報等の聴取方法 

イ 停電時の心構え 

ウ 早期避難の重要性、避難行動への負担感・過去の被災経験等を基準にした

災害に対する危険性の認識、正常性バイアス等を克服し避難行動を取る

べきタイミングを逸することなく適切な行動をとること、安全な親戚・

知人宅や職場・ホテル・旅館等の避難場所・避難路等の事前確認の徹底 

エ 食料、飲料水、携帯トイレ等、在宅で生活を継続するための準備 

オ 避難所の適正な運営 

カ その他の災害の態様に応じ、とるべき手段方法等 

キ  広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広

域避難の考え方や企業・学校の計画的な休業・休校等について 

ク  家屋が被災した際に、片付けや修理の前に家屋の内外の写真を撮影する

等、生活の再建に資する行動 

(７) 要配慮者及び男女双方の視点への配慮 

 

３ 市の実施事項 

（１）市職員等に対する教育 

○ 職員が地区担当職員として地域における防災活動に率先して参加するとともに、当該活動を指導するた

めの教育を行う。 

○ 市職員として、行政をすすめる中で、積極的に地震等の防災対策を推進し、同時に地域における防災活

動を率先して実施するため、必要な知識や心構えなど、次の事項について研修会等を通じて教育を行う。 

〇 教育に当たっては、大学の防災に関する講座等との連携、専門家（風水害においては気象ア

ドバイザー等）の知見の活用等により、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家

等の意見・支援を活用できるような仕組みを平常時から構築することに努めるものとする。 

 

教

 

育

 

事

 

項 

 

ア 地震・風水害等の防災に関する基礎知識 

イ 東海地震等の災害発生に関する知識 

ウ 第４次地震被害想定の内容 

エ 「御殿場市地域防災計画」の内容と市が実施している地震等の防災対策 

オ 地震等が発生した場合及び地震が予知された場合、具体的にとるべき行動に関する知識 

カ 職員等が果たすべき役割（職員の動員体制と任務分担） 

キ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の意義と、これらに基づきとられる措置 

ク 南海トラフ地震に関連する情報の意義と、これらに基づきとられる措置 

ケ 緊急地震速報の意義と受信時にとるべき措置 

コ 家庭の地震等の防災対策と自主防災組織の育成強化対策 
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サ 地震等の防災対策の課題その他必要な事項 

 

○ オ～キについては、年度当初に各課・事務所等において、所属職員に対し、十分に周知する。 

○ 各部及び班等は、所管事項に関する地震等の防災対策について､それぞれが定めるところにより所属職

員に対する教育を行う。 

○ 市教育委員会は「静岡県学校安全教育目標」及び「学校の危機管理マニュアル（災害安全）」

によって、それぞれ職員に対して教育を行う。  

 

（２） 生徒等に対する教育 

○ 市教育委員会は、公立学校及び幼稚園（以下「学校等」という。）に対し、児童・生徒（以下「生徒等」

という。）に対する地震等の防災教育の指針を示し、その実施を指導する。 

○ 住んでいる地域の特徴・災害リスクや過去の災害の教訓等において継続的な防災教育に努めるものとす

る。 

○ 市は、私立学校に対し、これに準じた教育を行うよう指導する。 

 
区     分 内          容 

生徒等に対する 

指導 

自らの安全を確保するための判断力や行動力の育成、生命の尊重や地域の安全のために貢献す

る心の育成、防災に関する知識・理解を深める学習等の指導を、各教科、道徳、特別活動、総合

的な学習の時間等、教育活動の全体を通して実践する。 

 ア 災害発生時の実践的な防災対応能力を身につけられるよう、学校の防災訓練の充実を図る。 

イ 社会に奉仕する精神を培うとともに、防災ボランティアとして活動するための知識や技術

を習得するため、学校教育だけでなく地域社会の各種の取組を活用して、ボランティア活動

への参加を促進する。 

応急救護の技能 

習得 
中学生、高校生を中心に応急救護の実践的技能の修得の徹底を図る。 

 

（３） 市民に対する防災思想の普及 

○ 市は、市民自らが生命、身体及び財産を守り、あわせて地域の地震等の災害を予防し、あるいは軽減す

ることに資するため、必要な教育及び広報を行う。この場合、地域の特性等による地震等災害の態様等

を十分に考慮して実情にあったものとする。 

○ 市は、地震発生時、南海トラフ地震臨時情報発表時に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、地震に

ついての正しい知識、防災対応等について啓発する。 

○ この際、高齢者、障害のある人、外国人、乳幼児、妊産婦、性的マイノリティ等要配慮者に十分配慮し、

地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い

等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

〇 市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン等を通じ、各種

講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、二次災害防止、大規模広域避難に関する総

合的な知識の普及に努めるものとする。  

○ ３月１１日を含む10日間を「津波対策推進旬間」、11月を「地震防災強化月間」と定め、それぞれ、

津波避難対策、突然地震が発生した場合の対応及び家庭内対策を中心に啓発活動を重点的に実施する。 

○ この場合、自主防災組織及び専門的知識を持つふじのくに防災士等の積極的な活用を図る。また、市は、

地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災に関する教育の普及促進を図るものとする。 

○ 市は、県及び国と連携し、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、

大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適切

に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるものとする。また、国土地理院と

連携して、災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めるものと

する。 
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区    分 内           容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般的な 

啓  発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

啓 

 

発 

  

 

内 

 

容 

ア 東海地震等防災の基礎的な知識 

イ 第４次地震被害想定の内容 

ウ 「静岡県地震対策推進条例」に規定する対策 

エ 突発地震等の災害が発生した場合の行動指針等の応急対策 

オ 東海地震に関連する情報及び警戒宣言の意義と、これらの情報発表時の行動指針等の基本的知識 

カ 南海トラフ地震に関連する情報の意義と、これらの情報発表時に取るべき行動等の基

本的知識 

キ 緊急地震速報の意義と受信時にとるべき措置 

ク 地域及び事業所等における自主防災活動及びそれらの連携の重要性 

ケ 防災関係機関等が講ずる災害応急対策及び地震防災応急対策 

コ 津波・山・がけ崩れ危険予想地域等に関する知識 

サ 避難地、避難路、その他避難対策に関する知識 

シ 住宅の耐震診断及び耐震改修、ブロック塀の倒壊防止、家具の固定、ガラスの飛散防止、火災 

予防、非常持出品の準備等の平常時の準備 

ス 居住用の建物・家財の保険等の生活再建に向けた事前の備え  

セ 消火、救出・救助、応急手当等に関する知識 

ソ 避難生活に関する知識 

タ 要配慮者への配慮及び男女双方の視点への配慮 

チ 安否情報の確認のためのシステム 

ツ 地域コミュニティ等との連携による森林保全活動の重要性 

テ 地域コミュニティ、文化財愛護団体等との連携による文化財保護活動の重要性 

ト 避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において被災者や支援者が性犯罪・性

暴力・DVの被害者にも加害者にもならないための、「暴力は許されない」意識の普及・

徹底 

手 
段 
・ 
方 
法 

・パンフレット、リーフレット、ポスター、映画フィルム、ビデオテープ及び報道機関等の媒体や防

災士等の専門的知識を有する人材を活用し、地域の実情に合わせたより具体的な手法により普及を

図る。 

・特に突然発生した地震に対する市民の行動指針について周知徹底を図る。 

社会教育を通

じての 啓 発 

・市教育委員会は、ＰＴＡ、女性団体、青少年団体等を対象とした各種研修会、集会等を通じて地震

防災に関する知識の普及、啓発を図り、市民がそれぞれの立場から社会の一員としての自覚を持ち、

地域の地震防災に寄与する意識を高める。 

 

啓発内容 
・市民に対する一般的な啓発に準ずる。 

・その他、各団体の性格等を考慮し、それぞれに合致したものとする。 

手段・方法 ・各種学級、講座、集会、大会、学習会、研修会等において実施する。 
 

各種団体を通

じての 啓 発 

・市は、各種団体に対し、研修会、講演会、資料の提供、映画フィルム等の貸出し等を通じて、地震

防災思想の普及に努める。 

・これによって、それぞれの団体の構成員である民間事務所等の組織内部における防災知識の普及を

促進させるものとする。 

・市は、県とともに、国（総務省）と協力し、研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズとのマッチングを行う災

害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図るものとする。 

防災上重要な施

設管理者に対す

る教育 

市は、危険物を取り扱う施設や大規模小売店舗、劇場など不特定多数の者が出入りする施

設の管理者等に対し、地震防災応急計画及び対策計画の作成・提出の指導等を通じ、南海

トラフ地震臨時情報発表時、警戒宣言発令時、緊急地震速報を受信した時及び地震発生時に

おける施設管理者のとるべき措置についての知識の普及に努める。  

相談窓口等 

市は、それぞれの機関において、所管する事項について、市民の地震対策の相談に積極的に応ずる 

 

総括的な事項 危機管理課 

建物等に関する事項 建築住宅課 
 

 

４ 防災関係機関 

○ 東海旅客鉄道株式会社（静岡支社御殿場駅）、西日本電信電話株式会社（沼津支店）、中日本高速道路株

式会社（東京支社御殿場保全・サービスセンター）、東京電力株式会社（静岡総支社）、都市ガス会社（御

殿場瓦斯株式会社）等の防災関係機関は、それぞれ所掌する事務又は業務に関する地震防災応急対策、

災害応急対策、利用者等の実施すべき事項等について広報を行う。 
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第５節 防災のための調査研究 
 

１ 実施方針 

市は、御殿場市における災害発生の態様から、自然災害に重点をおき、次のとおり調査研究を行うものとする。 

調 査 研 究 内 容 

(１) 本市の地形、地質的素因が自然的災害の発生に当たって、どのような反応を示すか調査・検討する。 

(２) 古文書など過去の災害史を通じて、どんな種類の災害が発生しているかを調査・検討する。 

(３) 災害史の検討により災害発生のメカニズムを理解する。 
(４) 要防災地域を対象に具体的な調査を実施する。 

(５) 要防災地域の防災パトロールの実施 

危険性があると判断される地域箇所については防災パトロールを強化し、災害発生を事前にキャッチする。 

 

２ 災害発生状況調査 
区  分 内          容 

地  震 

過去の主な地震災害の発生状況や被害を整理するとともに、観測技術やリスク評価

（プレート境界型の地震、活断層型の地震）、応急対策実施状況等の資料を収集し、今

後の防災対策の資料とする。 

風 水 害 
過去の主な風水害の発生状況を整理するとともに、浸水や地すべりに係る基礎資料を

収集及び作成し、今後の防災対策の資料とする。 

火  山 
過去の主な火山災害の発生状況を整理するとともに、火山観測技術や火山の被害予測

に係る基礎資料を収集し、今後の防災対策の資料とする。 

大  火 災 
火災について、その発生時点における気象状況、被害、規模、発生地域等を把握し、今後の火災

防止の資料とする。 

 

 

第６節 住民の避難体制 

 

市は、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所（以下「避難地」という。）

及び被災者が避難生活を送るための指定避難所（以下「避難所」という。）のほか、避難路をあらかじめ指定し、

日頃から住民への周知に努める。 

 

１ 避難地・避難路の周知啓発 

 市は住民等に対し、避難地が災害種別に応じて指定されていること及び避難の際には発生するおそれのある災

害に適した避難地を避難先として選択すべきであることについて、日頃から周知啓発に努める。 

 

２ 避難地・避難路の安全性の向上 

 市は、関係機関と協力し、避難地及び避難路を、避難行動要支援者にも配慮して整備するとともに、消防水利

の確保等、総合的に安全性の向上を図る。 

(1) 避難地 

①避難地標識等による住民への周知 

②周辺の緑化の促進 

③複数の進入口の確保 

(2) 避難路 

①沿道における耐震・耐火建築物の整備促進及び緑化の促進 

②落下・倒壊物対策の推進 

③誘導標識、誘導灯の設置 

④段差解消、誘導ブロックの設置 

 

３ 避難所の指定、整備 

 市は、施設管理者と協力し、家屋の損壊、滅失、浸水、流失等により避難を必要とする住民を臨時に受け入れ
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ることのできる避難所を指定する。避難所となる施設については、あらかじめ必要な機能を整理し、備蓄場所の

確保、通信設備の整備等を進めるとともに、必要に応じて、避難所の電力容量の拡大に努めるものとする。 

 

(1) 避難所の指定 

 避難所は、行政区単位で指定し、非構造部材も含めた耐震化・不燃化の促進、非常用電源の確保等、避難の実

施に必要な設備・機器の整備に努める。具体的には次のとおりとする。 

① 市は、できるだけ河川の氾濫による浸水の危険性の低い場所に、地域的な特性や過去の教訓、想定される災

害、新型コロナウイルスを含む感染症対策等を踏まえその管理者の同意を得た上で、避難者が避難生活

を送るために必要十分な避難場所をあらかじめ指定し、平常時から場所や収容人員等について、住民へ

の周知徹底を図る。また、災害時に避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホー

ムページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努めるものとする。  

② 市は、避難者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに避難者等を受け入れること等が可

能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送

が比較的容易な場所にあるものを指定する。なお、主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあ

っては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、相談等の支援を受けることができる体制が

整備されているもの等を指定する。 

③ 市は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮するものとする。また、

避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難所となる施設の利用方法等について、事前

に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図る。 

④ 市は、避難所の施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するために、換気、照明等の設備の整

備に努めるとともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図る。特に、良

好な生活環境確保のためにはトイレ（衛生）、キッチン（食事）、睡眠（ベッド）に関する環境の向上が重要で

あることから、市は県と連携してこれらの環境改善に努めるものとする。また、停電時においても、施設・設

備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備に努めるものとする。

なお、市は県とともに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、平常時から、避難所のレイア

ウトや動線等を確保しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と

保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修所、ホテル、旅館、地域

の公民館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。 

さらに、静岡県総合防災アプリ「静岡県防災」などを活用し、非接触型の避難所運営に努めるものと

する。 

⑤ 市は、避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、

常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーテーション、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物

資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物資等の備蓄に努めるものとする。また、

備蓄品の調達に当たっては、要配慮者、女性、子供にも配慮するものとする。  

 

(2) ２次的避難所の整備 

① 福祉避難所 

・市は、一般の避難所では生活することが困難な障害のある方、医療的ケアを必要とする方等の要配慮者を受け

入れるため、社会福祉施設等を福祉避難所として指定し、周知するものとする。この際、受入れを想定し

ていない避難者が避難してくることがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として避難

所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示するものとする。また、市は、受入れ対象者を特

定しての公示を活用しつつ、一般の避難所で過ごすことに困難を伴うおそれがある障害のある方等

の要配慮者が、必要となった際に福祉避難所へ直接避難することを促進するため、個別避難計画の

策定に当たり、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整するよう努めるものとする。  

・市は、要配慮者の要配慮特性に応じ、すべての要配慮者を受け入れることができるよう、福祉避難所を確保す

るものとする。 

・市は、福祉避難所の円滑な運営を行うため、「市町福祉避難所設置・運営マニュアル（県モデル）」に基づいた

「市町福祉避難所設置・運営マニュアル」を整備するとともに、定期的に要配慮者の避難支援対策に関する訓

練を実施するものとする。 

・市は、災害発生時において円滑に福祉避難所が設置・運営できるよう、自主防災組織、地域住民、関係団体、

要配慮者及びその家族に対して、要配慮者の避難支援対策、福祉避難所の目的やルール等を周知するものとす
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る。 

・市は、災害発生時に福祉避難所の設置・運営に必要な物資・器材や運営人材の確保がなされるよう、指定先の

社会福祉施設や関係団体・事業者等との間で事前に調整し、覚書等を交わすものとする。特に、医療的ケアを

必要とする方に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努めるも

のとする。 

② ２次的避難所 

・２次的避難所は、市の用意した避難所に避難した者のうち、避難生活の長期化により健康に支障を来すと判断

される者を原則として７日以内の期間受け入れ、健康を回復させることを目的とするものである。 

・市は、大規模な災害により多数の市民が長期間にわたる避難を余儀なくされた場合、避難者等を受け入れるた

め、宿泊施設等を避難所として確保するよう努める。 

・市は、大規模な災害により、事前に協定を結んだ宿泊施設だけでは２次的避難所が不足する場合、速やかにそ

の確保に努める。 

 

４ 避難地、避難所等の施設管理 

(1) 市 

 市は、県が示した「避難所運営マニュアル」を踏まえて、以下の事項を定めて管理運営体制を整備するととも

に、訓練等を通じて、市民等に対し、あらかじめ、避難所の運営管理のために必要な知識等の普及に努める。

この際、市民等への普及に当たっては、市民等が主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努める。特

に、夏季には熱中症の危険が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

 また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、

感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。  

① 避難所の管理者不在時の開設体制 

② 避難所を管理するための責任者の派遣 

③ 災害対策本部との連絡体制 

④ 自主防災組織、施設管理者との協力体制 

 また、避難地の管理条件等については、「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」（内閣府）を参考とする。 

(2) 学校、病院等の施設管理者 

 学校、病院、社会福祉施設等、多数の者が利用する施設の管理者は、災害時に施設内の利用者等を安全に避難

させるため、体制を整備する。 

 学校は、保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに関するルールをあらかじめ定

める。また、市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼稚園・保育所・

認定こども園等の施設と市間、施設間の連絡体制の構築を行う。 

(3) 不特定多数の者が利用する施設の管理者 

 劇場等の興行場、駅、その他の不特定多数の者が利用する施設の管理者は、突発性の災害の発生に備え、避難

誘導に係る計画の作成及び訓練の実施に努める。なお、この際、必要に応じ、多数の避難者の集中や混乱にも配

慮した計画、訓練とするよう努める。 

 また、市は、施設の管理者等に対して、計画作成を働きかけていく。 

 

５ 避難情報と住民がとるべき行動（安全確保措置）の周知・啓発 

・市が発令する避難情報と、それに対応して住民に求められる安全確保措置について、市は、日頃から市民等へ

の周知啓発に努める。特に、ハザードマップ等により平素から自宅等の危険の有無を確認すべきこと、市から

避難情報が発令されたら直ちに避難行動をとるべきこと、避難情報が出されなくても身の危険を感じたら躊躇

なく避難すべきことを強く啓発するものとする。周知啓発に資するため、市及び県は、国が整備する避難所等

に関する統一的な地理空間情報の充実に努めるものとする。 

・避難情報が発令された場合の避難行動としては、避難地、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避

難（立ち退き避難・水平避難）を基本とする。ただし、「避難」とは「難」を「避」けることであり、ハザ

ードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、市民自らの判断で自

宅・施設等の浸水しない上階への避難（垂直避難）、自宅・施設等の浸水しない上層階に留まる（退

避）等により「屋内安全確保」を行う。また、避難時の周囲の状況等により、避難地等への避難が

かえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行う。 

・市民は避難情報が出されなくても、「自らの命は自らが守る」という考え方の下に、自ら氾濫危険情報などの
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警戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判断すると共に、身の危険を感じたら躊躇なく自発的に避難す

る。 

・市は、県とともに、河川氾濫、土砂災害、地震・津波等の災害リスクごとに「いつ」、「どこへ」避難するかを

あらかじめ整理し記載する「わたしの避難計画」を、河川氾濫に係る避難行動計画(マイ・タイムライン)の作

成と並行して推進し、市民の早期避難意識の醸成を図る。 

・市の防災担当部局は県と連携し、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に備えて平常

時から必要な情報を共有するとともに、災害時の避難対応（避難先の確保、避難方法、避難先での対応等）に

ついて調整し、連携して対応するよう努めるものとする。 

 

 

 

第７節 防災訓練 
 
市における本部運営機能の向上、防災関係機関との連携強化、地域の防災体制の確立、市民の防災意識の高揚、

大規模広域災害時の円滑な広域避難の実施及び過去の災害対応の教訓の共有を図るため､年間を通じて計

画的かつ段階的に実践的訓練を実施する。 

また、市は他の防災関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が実施する災害対応を

時系列で整理した防災行動計画(タイムライン)を作成するよう努めるものとする。さらに、災害対応の検証等を

踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用

に努めるものとする。なお、関係機関間での協定締結などによる連携強化に当たっては、訓練等を通じて発災時

の連絡先、要請手続き等の確認を行うなどにより、実効性の確保に努めるものとする。 
区       分 内          容 

総合防災訓練の実施 

・災害が発生した場合に、災害応急対策の完全遂行を図るためには、平素からこれに対処する

心構えを養っておかなければならない。 

・特に「災害対策基本法」の趣旨に基づき、総合的かつ計画的な防災体制の整備が要請されて

いる現況にかんがみ、他の地方公共団体や防災関係機関並びに水防協力団体、自主防災組織、

非常通信協議会、民間企業、ボランティア団体及び要配慮者を含めた地域住民等の協力を得

て、おおむね次の事項に重点をおき、総合防災訓練を実施する。 

 

(１) 水防     (２) 消火     (３) 交通規制   (４) 道路啓開 

(５) 救出・救護  (６) 避難・誘導  (７) 通信情報連絡 (８) 救助物資輸送 

(９) 避難所運営 (１０) 給水・炊出し (１１) 応急復旧 (１２) 遺体措置 

 

・総合防災訓練では、高齢者、障害のある人、外国人、乳幼児、妊産婦等要配慮者に十分配慮

した訓練を実施し、要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男

女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

救助・救急関係機関

の連携 

市及び関係事業者は、職員の安全確保を図りつつ効率的な救助・救急活動を行うため、救助・

救急関係省庁とともに「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、相互の連携体

制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図るものとする。 

災害対策本部・支部 

要員訓練の実施 

災害対策本部及び支部において応急対策活動に従事する災害対策本部要員及び支部要員に対

し、実践に即した訓練を行う。 

非常通信訓練 

災害時において、市から県災害対策本部及び方面本部並びに関係官公署に対する災害通報及

び情報発信が迅速正確に行い得るよう、通信訓練を実施する。この場合、非常通信協議会とも

連携し、訓練等を通じて、実効性の確保に留意するものとする。 

防災訓練のための 

交通の禁止又は制限 

・県公安委員会は、防災訓練の効果的な実施を図るため、特に必要があると認めるときは、当

該防災訓練の実施に必要な限度で区域又は道路の区間を指定して、歩行者又は車両の道路に

おける通行を禁止し、又は制限することができる。 

・その場合、禁止又は制限の対象、区域又は道路の区間及び期間を記載した災害対策基本法施

行規則第5条に掲げる標示を設置することとなっている。 

防災訓練実施後の 

評価等 
防災訓練後には評価を実施し、課題・問題点等を明確にし、必要に応じ体制等の改善を行う。 
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第８節 自主防災組織の育成 

 

地震、風水害等の異常な大災害が発生した場合には、通信、交通の途絶等の悪条件が重なり、消防、水防、警

察等関係機関の防災活動（公助）が地域の末端に十分即応できない事態が予測される。 

特に、広域被災が予想される南海トラフ地震等に際しては、国、県、市をはじめ防災関係機関が総力をあげて

対策を講じなければならないが、発災初期においては公助が地域の末端まで行き届かないおそれが強く、これに

対処するためには、地域住民自らの防災活動（自助・共助）が必要であり、また、この活動は組織的に行われる

ことにより効果的なものとなる。 

当面、南海トラフ地震等の対策を主眼に地域の実情に応じた自主防災組織の育成を積極的に推進し、あわせて、

風水害等に対しても、地域保全のための防災活動を行うものとする。 

また、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、防災

の現場や自主防災活動における女性の参画を拡大し、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する必要

がある。 

 

１ 自主防災組織の概要 
区  分 内          容 

組  織 

行政区単位に組織し、防災担当役員を設けて防災活動が効果的に実施できる組織とする。また、市は

県とともに、自主防災活動に多様な意見が反映されるための手段の一つとして、自主防災組織の責任者

又は副責任者への女性の登用や、防災委員等役員への女性の３割以上の配置など、女性の参画が促進さ

れるよう、自主防災組織への助言・支援等に努めるものとする。 

編  成 
本部組織として、情報連絡班、消火班、救出・救助班、避難誘導班、給食給水班等を置き、必要に応じて小

単位の下部組織を置く。併せて、市民に対する啓発活動や防災活動に専門的に携わる防災委員を置く。 

活動内容 

平常時 
防災知識の普及、防災訓練、防災資機材の備蓄・点検、危険箇所の点検・把握、避難計画、

世帯台帳（防災用で避難行動要支援者を含む。）など各種台帳の整備・点検等を行う。 

災害時 
地域の警戒、情報の収集・伝達、消火、救出救助、応急手当、避難誘導、避難所の立上げ・

運営、在宅避難者の支援等を行う。 

 

２ 推進方法 

○ 市は、地域住民に対して、自主防災組織の意義を強調し、十分意見を交換して、地域の実情に応じた組

織の育成を指導する。 

○ 防災資機材等に関しては、市の自主防災事業の補助金等を活用して整備を図るよう推進する。 

○ 地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮してきめ細かく

実施するよう指導する。  

 

３ 研修会等の開催 

○ 市は、自主防災に関する認識を深め､自主防災組織を充実するため、定期的に研修会を開催し、自主防

災組織のリーダーの養成を図るものとする。その際、女性の参画の促進及び男女共同参画の視点を踏ま

えた知識・訓練等を指導できる人材の育成に努めるものとする。 

 

４ 市民の果たすべき役割 

○ 地震等の防災に関し、市民が果たすべき役割は極めて大きい。 

○ 市民は、自分達の安全は、自らの手で守る意欲をもち、平常時から発災後にいたるまでの次の事項を想

定し、可能な防災対策を着実に実施し、災害が発生した場合の備えに万全を期する必要がある。 
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区    分 内          容 

平常時からの 

実 施 事 項  

ア 防災気象に関する知識の吸収 

イ 地震防災等に関する知識の吸収 

ウ 地域の危険度の理解 

エ 家庭における防災の話し合い 

オ 南海トラフ地震臨時情報発表時及び災害時の避難地、避難路、避難方法、家族との連絡方法

及び最寄りの医療救護施設の確認 

カ 石油ストーブ、ガス器具等について対震自動消火等火災予防措置の実施 

キ 家屋の補強等 

ク 家具その他落下倒壊危険物の対策 

ケ 就寝時の非常持ち出し品、屋外避難用衣類、運動靴の配備 

コ 飲料水、食料、携帯トイレ、日用品、医薬品等生活必需品の備蓄（食料・飲料水については

最低７日分） 

サ 通信機器の充電装置、バッテリーの準備 

シ 自動車のこまめな満タン給油 

ス 居住用の建物・家財の保険等の生活再建に向けた事前の備え  

セ 緊急地震速報を受信したときの適切な対応行動 

ソ  動物の飼い主については、ペットフード等、飼養に要する物資備蓄（少なくとも

５日分） 

南海トラフ地

震臨時情報発

表時の実施事

項 

 平常時の準備を生かし自主防災活動を中心として概ね次の事項が実施できるようにする。 

ア 正確な情報の把握 

イ 火災予防措置 

ウ 非常持出品の準備 

エ 適切な避難及び避難生活 

オ 自動車の運転の自粛 

災害発生後の 

実 施 事 項  

ア 出火防止及び初期消火 

イ 地域における相互扶助による被災者の救出活動 

ウ 負傷者の応急手当及び軽傷者の救護 

エ 自力による生活手段の確保 

 
５ 地域における自主防災組織の果たすべき役割 

○ 地域における防災対策は、自主防災組織により共同して実施することが効果的である。 

○ 自主防災組織は、市と協力し、地域の防災は自らの手で担う意欲をもって、平常時から次の活動をする

ものとする。 

区    分 内          容 

防災知識の  

学 習 

・正しい防災知識を一人ひとりが持つよう映画会、講演会、研究会、訓練その他あらゆる機会を活

用し、啓発を行う。 

・主な啓発事項は、東海地震等の知識、南海トラフ地震臨時情報の意義や内容、平常時における防

災対策、南海トラフ地震臨時情報発表時の対応、災害時の心得、自主防災組織が活動すべき内容、

自主防災組織の構成員の役割、女性が自主防災組織に参画する重要性等である。 

｢防災委員｣の 

自主防災組織 

内での活動  

防災リーダーは住民の防災対策の啓発活動を行うほか、自主防災組織内においても、役員として、

又は、組織の長の相談役、補佐役として『自主防災地図の作成』以下の諸活動の企画、実施に参画

するものとする。 

自主防災地図 

の 作 成  

自主防災組織は、地域に内在する危険や、災害時に必要となる施設等を表わす地図を作成して掲

示し、あるいは各戸に配布することにより的確な防災計画書の作成を容易にするとともに、一人ひ

とりの防災対応行動の的確化を図る。 

自主防災組織 

の防災計画書 

の 作 成  

地域を守るために必要な対策及び自主防災組織構成員ごとの役割をあらかじめ防災計画書などに

定めておく。 
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自主防災組織 

の台帳の作成 

・自主防災組織が的確な防災活動を行うのに必要な自主防災組織の人員構成、活動状況、資機材等

設備の現況及び南海トラフ地震臨時情報発表時の避難行動を明らかにしておくため、自主防災組

織ごとに次に掲げる台帳を作成しておく。 

・避難行動要支援者台帳（要配慮者に関する台帳）の整備に当たっては、民生委員・児童委員や身

体障害者相談員、福祉関係団体等との連携に努める。 

ア 世帯台帳（基礎となる個票） 

イ 避難行動要支援者台帳（要配慮者に関する台帳） 

ウ 人材台帳 

エ 自主防災組織台帳 

防災点検の日 

の 設 置 
家庭と地域の対策を結びつける効果的な防災活動を行い、また、防災活動用の資機材の整備及び

点検を定期的に行うため「防災点検の日」を設ける。 

避 難 所 の 

運 営 体 制 

の 整 備 

当市の「避難所運営マニュアル」や県の「避難生活の手引き」、「避難所運営マニュアル」等を参

考に、市及び避難所の施設管理者と協力して避難所ごとのルールやマニュアル等の運営体制を整備

する。 

防災訓練の  

実 施 

・総合防災訓練、地域防災訓練、その他の訓練において、災害発生時、南海トラフ地震臨時情報発

表時の対応に関する次の事項を主な内容とする防災訓練を実施する。 

・この場合、他の地域の自主防災組織、職域の防災組織、市町等と有機的な連携をとるものとする。 

・また、災害時要援護者への配慮及び男女共同参画の視点を生かした訓練の実施に努めるものとす

る。 

ア 情報の収集及び伝達の訓練 

イ 出火防止及び初期消火の訓練 

ウ 避難訓練 

エ 救出及び救護の訓練 

オ 炊き出し訓練 

カ 避難所開設・運営訓練 

地域内の他組 

織との連携  
地域内事業所の防災組織や地域におけるコミュニティ組織、民生委員・児童委員、身体障害者相

談員、福祉関係団体等と連携を密にし、総合的な自主防災活動の推進に努めるものとする。 

 

６ 市の指導及び助成 
区    分 内          容 

自主防災組織 

づくりの推進 
市は、自主防災組織と防災関係団体等による協働を促進し、地域防災力の強化と底上げに努める。 

防災委員制度 
・市は、自主防災組織及び住民の防災対策の啓発活動を強化するため防災リーダーを委嘱する。 

・防災委員の任期は、３年以上とする。 

地域防災指導員 

制 度 

・市は、自主防災組織の活性化を図るため、地域防災指導員制度の導入に努めるものとする。 

・地域防災指導員の育成及び能力向上を図ることを目的に、市は県と連携して、災害図上訓練（DIG）

をはじめとする研修を実施するほか必要な情報の提供を行う。 

・地域防災指導員は、住民の防災意識の高揚、自主防災組織の育成等による地域防災力の強化と底

上げを図るため、次の各号に掲げる活動を行う。 

ア 同一生活圏における複数の自主防災組織の連携強化と防災情報の共有化 

イ 個別指導等によるきめ細かな自主防災活動の指導 

ウ 市又は県の施策の広報や推進、普及協力 

エ 市又は県に対する防災モニターとしての地域防災情報の収集、伝達 

オ 連合自主防災組織会長等の補佐、支援 

自主防災に関 

する意識の  

高 揚 

 
市は、自主防災に関する認識を深め、自主防災組織を充実するために、定期的に研修会を開催す

る。その際、女性の参画の促進及び自主防災組織における男女共同参画に関する理解の促進に努

めるものとする。 
 
 研 修 名 対 象 者 目     的  
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自主防災組織 

中 核 的 

リーダー研修 

市長の推薦による自

主防災組織の中心的

リーダー(会長・副会

長・班長等） 

防災上の知識・技能の向上を図ることにより単位自

主防災組織の活性化に資するとともに、自主防災活

動の情報交換を行い、広域的な視野を持つ地域リー

ダーとしての活動者を育成する。 

防災委員研修 防災委員 

防災上の知識・技能を修得し、自主防災組織及び地

域住民への防災意識・対策について啓発・強化に資

する。 
 

組織活動の  

促 進 

市は、消防団等と有機的な連携を図りながら職員の地区担当制等による適切な指導を行い、自主

防災組織が行う訓練、その他の活動の充実を図る。 

自主防災組織 

へ の 助 成  

自主防災組織の活動に必要な防災用資機材及び倉庫の整備を促進するため、市は必要な助成を行

う。 

コミュニティ 

防災センター 

の 活 用 

市は、地域コミュニティ施設等を自主防災活動の拠点として次の事項等について活用する。 

ア 平常時は自主防災活動の中心として、防災訓練及び防災知識の普及の場とする。 

イ 南海トラフ地震臨時情報発表時は、自主防災組織の地震防災応急対策の活動拠点とすると

ともに、避難を必要とする者を受け入れる施設とする。 

ウ 地震発生後は、緊急に避難するための施設として活用するほか、自主防災活動等の拠点と

する。 

静岡県総合防

災アプリ「静

岡県防災」の

活用 

市は、当該アプリに搭載した機能を活用し、自主防災組織毎の状況を把握及び理解するとと

もに、自主防災組織の役員が自らの組織の状況を評価し改善できるようにするなど、地域防災力

の向上に努めるものとする。 

 
７ 自主防災組織と消防団との連携 

○ 消防団は地域住民により構成される消防機関であり、自主防災組識の訓練に消防団が参加し、資機材の

取扱いの指導を行ったり、消防団ＯＢが自主防災組識の役員に就任するなど、組識同士の連携や人的な

交流等を積極的に図ることとする。 

○ 消防団と自主防災組織の連携等を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また、

多様な世代が参加できるような環境の整備などにより、これらの組織の日常化、訓練の実施を促すもの

とする。その際、女性の参画の促進に努めるものとする。 

○ 市は、消防団について、加入促進による人員の確保、車両・資機材の充実や教育・訓練の充実に努めるものとする。 

 

 

 

第９節 事業所等の防災活動 
 

事業所及び施設を管理し、又は運営する者(以下「事業所等」という。)は、平常時から次の事項について努め

なければならない。 

ア 従業員・利用者等の安全を守るとともに、地域に災害が拡大することのないよう的確な防災活動を行い、

被災住民の救出など地域の一員として防災活動に参加すること。 

イ 自主的な防災組織を作り、関係地域の自主防災組織と連携を取り、事業所及び関係地域の安全を確保する

こと。 

ウ 発災後数日間は、従業員・利用者等を事業所内に留めておくことができるよう、施設の耐震化、機材の固

定、必要な物資の備蓄を実施すること。 

エ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資、資材、役務の提供等を業とする事業所等は、事業活動に関し、

市が実施する防災に関する施策へ協力すること。 

オ 豪雨や暴風などで屋外活動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することがないよう、また、

避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業な

ど不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずること。 
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区    分 内          容 

平常時からの 

防災活動の概要 

ア 防災訓練 

イ 従業員等の防災教育 

ウ 情報の収集、伝達体制の確立 

エ 火災その他災害予防対策 

オ 避難対策の確立 

カ 救出及び応急救護等 

キ 飲料水、食料、災害用トイレ等、生活必需品等、災害時に必要な物資の確保 

ク 施設及び設備の耐震性の確保 

ケ 予想被害からの復旧計画策定 

コ 各計画の点検・見直し 

防災力向上の促進 

・市は、事業所を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練等への積極的参加の呼び

かけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

・市は、物資供給事業者等の協力を円滑に得るため、協定の締結等に努めるものとする。 

・市及び商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等

の防災・減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定

に努めるものとする。 

業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）の取組 

事業所等は、事業所の果たすべき役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢 

献・地域との共生）を十分に認識し、各事業所において災害時に重要業務継続するためのＢＣＰを

策定・運用するとともに、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプ

ライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど防災活動の推進に努めるものと

する。 

 

 

第10節 地域住民及び事業所による地区内の防災活動の推進 
 

 市内の一定地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、必要に応じて、当該地区における自発的な

防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市防災会議に提案することができる。 

 市は、市地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有

する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、市地域防災計画に地区防災計画を定めることができる。 

 なお、市は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において地区防災

計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を

前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努めるものと

する。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

 

 

 

第11節 ボランティア活動に関する計画 
 
１ ボランティア活動の支援 

○ 市は、御殿場市社会福祉協議会、御殿場市ボランティア協会等と協力して、地域の災害ボランティア団

体等を支援し、防災に関する知識の普及、啓発に努め、災害対策活動の促進を図る。 

○ 市は、災害時にボランティア活動の申出者に対する情報の提供、配置調整等を行う災害ボランティア・

コーディネーターとの連携に努めるものとする。 

 

 

 

第12節 要配慮者支援計画 
 

高齢者、障害のある人、乳幼児、妊産婦、傷病者及び外国人等の要配慮者に対し、その支援する内容等に応じ、

迅速で的確な支援を実施するための体制を整備するものとする。 
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区    分 内          容 

災害時要配慮者

支援体制 

・市は、要配慮者に対する情報の伝達や安否確認、避難地又は避難所における対応等が迅速かつ的確

に実施できるよう、防災担当部局と福祉担当部局等との連携の下、消防団、自主防災組織等の防災

関係機関及び平常時から要配慮者と接している社会福祉協議会、民生委員・児童委員、介護保険事

業所、障害者団体等の福祉関係者と協力して、要配慮者に関する情報の共有、避難支援計画の策定

等要配慮者の避難支援体制を整備するものとする。 

・地域においては、市のみでなく、自主防災組織が中心となり、次の関係団体が協力して要配慮者の

支援に当たるため、日頃から連携して災害時の協力体制の整備に努める。 

行政機関 
警察、消防、健康福祉センター（保健所、児童相談所等）、特別支援

学校等 

地域組織 自主防災会 

福祉関係、 

福祉関係団体 

民生委員・児童委員、身体障害者相談員、社会福祉協議会、 

老人クラブ、介護保険事業所、障害者団体等 
 

避難行動要支援

者の把握、名簿、

個別避難計画

の作成等 

・市は、市内に居住する要配慮者のうち、災害が発生、又は発生のおそれがある場合に自ら避難する

ことが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下、

「避難行動要支援者」という）の把握に努める。 

・市は、避難行動要支援者について避難支援等（避難の支援、安否の確認、その他の避難行動要支援

者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置）を実施するための基礎とする名簿（避難

行動要支援者名簿、以下「名簿」という）を、市地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当

部局との連携の下、作成するものとする。 

・市は、避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、

名簿を必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に

支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 

・市は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者（消防機関、警察、

民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者）に対し、本

人の同意を得ることにより、または、当市の条例の定めにより、名簿情報を提供する。ただし、現

に災害が発生、又は発生のおそれが生じた場合には、本人の同意の有無に関わらず、名簿情報を避

難支援等関係者その他の者に対し、必要に応じ提供する。 

・上記により名簿情報の提供を受けた者その他の名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又

はこれらの者であった者は、秘密保持義務が生じる。市は、名簿情報の提供を受ける者に対して名

簿情報漏えい防止のために必要な措置を講じるよう求めることその他の必要な措置を講じるものと

する。 

・市は、市地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局との連携の

下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者

と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計

画を作成するよう努めるものとする。また、個別避難計画については、避難行動要支援

者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切

に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生

じた場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管

理に努めるものとする。 

・市は、市地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援

者本人及び避難支援等実施者の同意、または、当該市町の条例の定めに基づき、あらか

じめ個別避難計画を提供するものとする。また、県等多様な主体の協力を得ながら、避

難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓

練の実施等を一層図るものとする。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な

措置を講じるものとする。 

・市は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑かつ迅速

に実施されるよう、平常時からの避難支援体制の整備、避難支援等に携わる関係者への必要な情報

の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をするものと

する。 
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避

難

行

動

要

支

援

者

名

簿 

掲載する者

の範囲 

・生活の基盤が自宅にあり、以下の要件に該当する者のうち、自ら避難することが困難な者 

 ア 介護認定において要介護３以上の判定を受けている者 

 イ 身体障害者手帳の交付を受け、身体障害者障害程度等級表の１級～４級に該当する者 

 ウ 療育手帳の交付を受けている者 

 エ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

 オ ひとり暮らし高齢者及び高齢者のみで構成される世帯のうち、親族等の支援を受けられない状

況にある者 

 カ 特定疾病治療研究事業の医療費助成認定を受けている難病患者 

 キ 前各号に準ずる状態にある者 

名簿の作成 

及び提供 

・市は上記の掲載する者について、民生委員児童委員、身体障害者相談員及び福祉関係団体と

協力して、氏名、生年月日、性別、住所、電話番号その他連絡先等を記したリストを作

成する。 

・名簿作成にあたり、本人に個人情報提供の同意を確認し、同意を得られた者の名簿は避

難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者に提供する。 

  同意が得られない者については災害が発生し、又は発生する恐れがある場合におい

て、避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者に提供する。 

・名簿の提供を受けた者は、正当な理由がなく当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

更新に関す

る事項 

・避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、市は避難行動要支援者の把握に努め、避難行

動要支援者名簿の更新する期間や仕組みをあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に保つこと。 

情報漏えい

を防止する

ために市が

求める措置

及び市が講

ずる措置 

・避難支援等関係者は、情報漏えいを防止するため次の措置を講ずる。 

ア 避難行動要支援者に関する情報を無用に共有、利用しないこと 

イ 災害対策基本法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを認識する

こと 

ウ 受け取った名簿を施錠可能な場所へ保管すること 

エ 受け取った名簿を必要以上に複製しないこと 

オ 名簿の提供先が個人でなく団体である場合には、その団体内部で名簿を取り扱う者を限定する

こと 

・市は、名簿の提供に際して、避難支援等関係者が適正な管理を図るよう適切な措置を講ずる。 

ア 避難行動要支援者名簿には秘匿性の高い個人情報も含まれるため、当該避難行動要支援者を担

当する地域の避難支援関係者に限り提供すること 

イ 名簿情報の取り扱い状況を報告させること 

ウ 名簿の提供先に対し、個人情報の取り扱いに関する研修を開催すること 

要配慮者が円滑

に避難のための

立ち退きを行う

ことができるた

めの通知または

警告の配慮 

・避難支援等関係者が避難行動要支援者名簿を活用して着実な情報伝達及び早い段階での避難行動を

促進できるよう、その発令及び伝達に当たっては、次の事項に配慮する。 

ア 高齢者や障害者等にも分かりやすい言葉や表現、説明などにより、ひとり一人に的確に伝わる

ようにすること 

イ 同じ障害であっても、必要とする情報伝達の方法等は異なることに留意すること 

ウ 高齢者や障害者に合った、必要な情報を選んで流すこと 

避難支援等関係

者の安全確保 

・地域において、避難の必要性や避難行動要支援者名簿の意義、あり方を説明するとともに、地域で

避難支援等関係者等の安全確保の措置を決めておくこと。 

・その際、避難行動要支援者や避難支援等関係者等を含めた地域住民全体で話し合って、ルールを決

め、計画を作り、周知することが適切である。 

防 災 訓 練 
市は、県と連携し、要配慮者の避難誘導、避難所における支援等を適切に行うため、要

配慮者が参加する防災訓練を実施する。 

人 材 の 確 保 
市は、県と連携し、日頃から手話通訳者、要約筆記者、外国語通訳、ガイドヘルパー、

介護技術者等、要配慮者の支援に必要となる人材の確保に努める。 

協働による支援 
市は、県と連携し、要配慮者の支援を行うため、社会福祉施設、ボランティア、福祉関係団体

のほか、地域の企業とも協働して推進するものとし、必要に応じて事前に協定を締結する。 

地区防災計画

との整合 

市は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合は、

地区防災計画との整合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、両計画の

一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

避難支援等関係

者等の安全確保 

市は、避難支援等関係者等が、地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲で避難支援

等を行えるよう、避難支援等関係者等の安全確保に十分配慮する。 

観光客の安全

確保 

市は、関係事業者等と連携し、外国人を含めた観光客の安全が確保されるよう、災害情

報の提供等に努めるとともに、情報伝達や避難誘導、帰宅や滞在の支援等、観光客への安
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全対策を促進するものとする。 

要配慮者利用

施設における

避難確保措置

等 

要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、自然災害からの避難を含む非常災害に関する

具体的計画を作成するものとする。 

 

 

 

第13節 救助・救急活動に関する計画 
 

市は、大規模・特殊災害に対応するため、高度な技術・資機材を有する救助隊の整備を推進する。 

 

 

第14節 応急住宅・災害廃棄物処理 

区    分 内          容 

応

急

住

宅 

応急

仮設

住宅 

建 設 型

応 急 住

宅 

市は、応急仮設住宅の用地に関し、洪水、土砂災害等の危険性を十分に配慮しつつ建設可能

な用地を把握し、配置計画を作成するなど、あらかじめ供給体制を整備しておくものとする。 

賃 貸 型

応 急 住

宅 
市は、災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅や民間賃貸住宅の把握に努

め、災害時に迅速にあっせんできるよう、あらかじめ体制を整備するものとする。 

公営住宅 

災害廃棄物処理 

・市は県とともに、災害廃棄物対策に関する広域的な連携体制や民間連携の促進等に努めるも

のとする。 

・市は、県及び国とともに、災害廃棄物に関する情報のほか、災害廃棄物処理支援ネットワー

ク(D.Waste-Net)、災害廃棄物処理支援員制度(人材バンク)、地域ブロック協議会の取組等

に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努めるものとする。 

 

 

 

第15節 重要施設・ライフラインの機能確保等に関する計画 

 

区 分 内 容 

 

 

 

市 

・静岡県石油商業組合御殿場支部及び静岡県プロパンガス協会東部支部御殿場地区会と締

結した「災害救助に必要な物資の調達に関する協定」に基づき、定期的に供給可能な物

資の数量を確認するなど、平時より情報共有等に努めるものとする。 

・随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体との災害協定に

努めるものとする。 

・災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組むもの

とする。 

・防災機能を有する道の駅が開設された場合は、広域的な防災拠点もしくは地域の防災拠点

として位置づけ、その機能強化に努めるものとする。 

 

 

 

重要施設の管

理者 

・市及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、保有する施設・設備について、再生

可能エネルギー等の安全な位置に代替エネルギーシステムや電動車の活用を含め自家発

電設備、燃料貯蔵設備等を安全な位置に整備し、十分な期間（最低３日間）の発電が可能

となるような燃料の備蓄、複数事業者との燃料供給協定等の燃料確保策の多重化を行い

平常時から点検、訓練等に努めるものとする。 

 特に、災害拠点病院等の人命にかかわる重要施設については、早期に復旧できるよう体

制等を強化することとする。 

・病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後

７２時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。  

・市及び上記重要施設の管理者は、燃料の調達に当たっては、災害時においても燃料供給
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が安定的に行われる環境を維持していくことの重要性に鑑み、あらかじめ、石油販売業

者と、燃料の優先供給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増

大に努めるものとする。 

・市、災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定

区域（以下「浸水想定区域」という。）、土砂災害警戒区域等に配慮しつつ、それぞれの

機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保、総合的

な防災機能を有する拠点・街区の整備、推進に努めるものとする。  

 

 

 

ライフライン

事業者 

・災害時に円滑な対応が図られるよう、ライフラインの被害状況の予測・把握及び緊急時

の供給について、あらかじめ計画を作成し、体制を整備しておくものとする。 

・ライフライン施設の応急復旧に関して、広域的な応援を前提として、あらかじめ事業者

間で広域的な応援体制の整備に努めるものとする。 

・電気、通信等のライフライン施設については、発災後の円滑な応急対応及び早期の復旧・

復興のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、

即応できる体制の整備に努めるものとする。 

・被災施設の復旧予定時期の目安について利用者へ情報発信を行う体制の整備に努めるも

のとする。 

・下水道管理者は、民間事業者等との協定締結などにより発災後における下水道施設の維

持又は修繕に努めるとともに、災害の発生時においても下水道の機能を維持するため、

可搬式排水ポンプその他の必要な資機材の整備等に努めるものとする。  

 

 

 

第16節 被災者生活再建支援に関する計画 

 

区 分 内 容 

人材育成 
・市は、県が行う住家被害の調査の担当者のための研修を受講するなど、災害時の住家

被害の調査の迅速化を図るものとする。 

実施体制の

整備 

・市は、災害時にり災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査やり災証

明書の交付の担当部局を定め、以下の事項を計画的に進めるなど、り災証明書の交付

に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

ア  住家被害の調査及びり災証明書交付の訓練 

イ  応援協定の締結 

ウ  応援の受入れ体制の構築 

システムの

活用 

・市は、住家被害の調査及びり災証明書交付を効率的に実施するため、当該業務を支援

するシステムの活用について検討するものとする。 

 

第17節 市の業務継続に関する計画 

 

区   分 内        容 

業務継続体制の

確保 

・市は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、業務

継続計画の策定等により、業務継続性の確保を図るものとする。 

・実効性ある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえ

つつ、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を

通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏

まえた改訂などを行うものとする。 
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業務継続計画等

において定めて

おく事項 

・市は、内閣府（防災担当）作成「市町村のための業務継続計画作成ガイド」「大規

模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」を踏まえ、少なくとも以

下の事項についてあらかじめ定めておくものとする。 

・市長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

・本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

・電気・水・食料等の確保 

・災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

・重要な行政データのバックアップ 

・非常時優先業務の整理 
 

 

 

 

第18節 複合災害対策及び連続災害対策 

 

○県、市及び防災関係機関は、地震、原子力災害、風水害、火山災害等の複合災害・連続災害（同時又は連

続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複雑化することにより被害が深刻化し災害対策が困難とな

る事象）の発生可能性を認識し、備えを充実するものとする。 

○県、市及び防災関係機関は、後発災害の発生が懸念される場合には、災害対応にあたる要員、資機材等に

ついて、先発災害に多くを動員し後発災害に不足を生じるなど、望ましい配分ができない可能性があるこ

とにも留意する。また、その際、外部からの支援を早期に要請することも考慮する。 

○県、市及び防災関係機関は、様々な複合災害・連続災害を想定した机上訓練を行い、結果を踏まえて災害

ごとの対応計画の見直しに努めるものとする。さらに、地域特性に応じて発生可能性の高い複合災害・連

続災害を想定し、要員の参集、合同の災害対策本部の立ち上げ等の実動訓練に努める。 

 

 

 

第19節 男女共同参画の視点からの災害対応体制整備 

 

○ 市は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう取り組むとと

もに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女

共同参画センターが開設された場合は、地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時

における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と男女共同参画

担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

 

 

 

第20節 災害に強いまちづくり 

 

○ 市は、まちの災害特性に配慮した土地利用の誘導、開発抑制、移転の促進や避難に必要な施設の整備に加

え、自然環境の機能を活用すること等により地域のレジリエンスを高める「Eco-DRR（生態系を活用した防

災・減災）」※１及び「グリーンインフラ」※２の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を講じることに

より、災害に強いまちの形成を図るものとする。 

注)※１の例として、水田の貯留機能を活用した洪水抑制等が、※２の例として多自然川づくり等の取組が挙

げられる。 

○ 市は、防災・まちづくり・建築等を担当する各部局の連携のもと、地域防災計画や立地適正化計画等を

踏まえ、優先度の高い避難行動要支援者から個別避難計画を作成するとともに、住宅に関する補助や融資

等における優遇措置等の対象となる立地を限定し、住宅を安全な立地に誘導するなど、まちづくりにおけ
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る安全性の確保を促進するよう努めるものとする。 

○ 市は、平常時から、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努めるものとする。 

○ 市は県とともに、緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、空港、港湾等の主要な拠点と高規格道

路等のアクセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強靭で信頼性の高い道路網の整

備を図るものとする。また、避難路、緊急輸送路等防災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交

通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、国が促進

する一般送配電事業者、電気通信事業者における無電柱化の取組と連携しつつ、無電柱化の促進を図るもの

とする。 

 

 


